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３カ月  

露「ウクライナ侵攻」世界の政治・経済に打撃 

ＩＴやサイバー攻撃絡みの犯罪も 

 ロシアは２月 24日、ウクライナ共和国の首

都キエフ（のちにキーウ）など国土の３方向

から侵攻を開始した。同日､ 国連安全保障理

事会会合の最中、突然もたらされたロシアに

よるミサイル、戦車による越境侵攻。 

 旧ソ連崩壊後、独立したウクライナ。ロシ

アのプーチン大統領は、2014年には南部クリ

ミアを併合後、親ロシア派の東部２州の独立

承認を一方的に行い、ウクライナには非軍事

化や北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）非加盟な

どを求め、「ほかに方法はなかった」と“特

殊軍事作戦”とする侵攻を正当化した。 

国際法違反として、西欧諸国などは一斉に

経済制裁を強め物資をウクライナに届け、国

民の１割にも及ぶ 400万人を超える国外への

避難民を受け入れているが、停戦交渉は進ま

ず、戦禍による都市破壊や死者も数万人に及

び、市民虐殺などの犯罪も伝えられている。

戦争という、最大の不祥事も２カ月に及ぼう

としており、世界の政治、経済、社会に大き

な衝撃を与えた。 

 

◇コロナ禍で？ 身代金要求型相次ぐ  

変異ウイルス・オミクロン株急拡大で第６

波を迎えた３カ月間だったが、東京や愛知、

大阪など 18 都道府県に適用されていたまん

延防止等重点措置が３月 22 日、全面解除さ

れた。全国のどの地域にも適用されていない

のは１月８日以来、約２カ月半ぶり。 

２月末、新型コロナウイルス感染者が報告

され累計で 500万人（世界全体では３億人）

を超えた。今年に入って変異株のオミクロン

株が爆発的に広がりを見せ、300万人以上が

感染した。全国的に感染のピークを越えた新

規感染者数は、減少傾向に転じたものの、病

床使用率が 50％を超えている地域もある。 

年度末３カ月、世界的な新型コロナウイル

スの継続、デジタル化社会ならではのＩＴ、

サイバー攻撃などに絡む不祥事が目立った。

警察による 21 年のサイバー犯罪摘発は、前

年に比べ 2334件増の 1万 2209件で過去最多

となった。 

「プラットフォーマー」と呼ばれる巨大ＩＴ

企業の米グーグルとフェイスブック（新社名

メタ）に対し、フランスの情報保護当局はウ

ェブサイト閲覧履歴データを保存する「クッ

キー」の使用を拒否する手順が同意する場合

に比べて複雑なのは違法とし、制裁金計２億

4000万ユーロ（約 275億円）の支払を命じた。 

 身代金要求型のコンピューターウイルス

「ランサムウエア」による国内被害は、昨年

146件と大幅増（2/10、警察庁発表）。サイバ

ー攻撃で医療機関も標的になったほか、米ブ

リヂストン(2/27)、日野とダイハツ３工場

(2/28)、トヨタの仕入れ先国内全工場（3/1）､

デンソー（3/14）も被害にあった。 

 たった１台のスマホが大学入学共通テス

トの問題を外部に流出させる騒ぎとなった

のは試験初日の１月 15 日。12 日後、大阪府

内の女子学生（19）が出頭、カンニング目的

を認めた。スマホを上着の袖に隠して問題を

撮影、外部の家庭教師の紹介サイトに登録し

ていた東大生に「実力を測りたい」として解

答を求めていた。昨年も同様の手法で不正を

行っており偽計業務妨害容疑で送検された

が、共通試験のあり方に一石を投じた格好。 

 

◇法務・検察の「不起訴」事案に疑問 

 事件の種類､大きさに関わりなくここ数年

目立つのは法務・検察の容疑者送検後、起訴

段階に至っての「不起訴とした。理由は明ら

かにしていない」というケース。立件能力や

何らかの忖度が働いたとは考えたくないが、

「理由」が明らかにされないのは逮捕された

身にとっても、あるいは関係者にとってもフ

ェアではないと批判が出ている。 

2019 年の参院選広島選挙区で河井克行元

法相と妻案里氏から現金を受け取った 100人

を東京・広島の両地検は昨年７月、全員を不

起訴とした。しかし、東京第六検察審査会は

１月、議員辞職の有無や受領額で線引き、地

元議員ら 34 人を「起訴相当」に。検察の不

起訴判断を「金の受領が重大な違法であるこ

とを見失わせる」と指摘。 
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栃木那須サファ

リパーク 

1 月 5 日   

 

 

開園準備のため複数ある扉を開け、体長約 3 メートル、体重 150 キロの

雄ベンガルトラを獣舎から出そうとしていた 20 代飼育員３人がトラに襲

われ負傷した。女性が右手首を失う重傷。飼育マニュアルでは本来、飼育

員はトラと同じスペースにいないようにしているが、一部の扉に不具合が

生じ、柵が付いた飼育スペースではなく展示スペースへの通路にいて鉢合

わせしたとみられている。過去にも 2度飼育員が負傷する事故があった。 

ＮＨＫ 1 月 9 日 東京五輪公式記録映画の監督を務める河瀬直美さんに密着取材、昨年 12

月に放送したＢＳ１スペシャル「河瀬直美が見つめた東京五輪」で、五輪

反対デモの参加者という人物について、金をもらい動員されたと不確かな

字幕説明を付けていたと発表。制作した大阪放送局はデモ参加を確認でき

ず、担当者の思い込みによるものと 9日夜の放送で経緯説明、謝罪した。

担当ディレクターら 6人を公共放送への信頼を傷つけたとして懲戒処分。  

日能研（横浜市） 1 月 29 日 ホームページに昨年 12 月上旬、不正アクセスがあり、中学受験のため通

ったり、テストを申し込んだりした子どもの保護者らのメールアドレス最

大 28万 106件が、外部に流出した可能性があると発表。他の個人情報は

含まれないが、フィッシング詐欺などに使われる恐れがあるとして対象ア

ドレスにメールで通知した。 

トヨタ自動車 1 月 31 日 2010年にトヨタ自動車の男性社員＝当時（40）＝がうつ病を発症して自

殺したのは上司のパワーハラスメントや過重労働が原因として、妻（50）

らが同社に約１億 2300 万円の損害賠償を求めた訴訟は、裁判外で 27 日

和解が成立。遺族側は名古屋市での会見で、豊田社長が昨年 10 月に謝罪

し「事件発生以来 11 年間、放置されたのは社内の隠蔽体質による。その

体質を一掃する」と述べた、と説明した。 

熊本県産アサリ 2 月 1 日 農林水産省は外国産のアサリが熊本県産と偽装されて流通しているとし

て、熊本県が県産アサリの出荷停止を県漁業協同組合連合会に要請した問

題で全国のスーパーで販売状況を実態調査した結果、同県の 2020年の漁

獲量 21 トンを大幅に超える 2485 トンが熊本県産として販売されていた

と発表。食品表示法違反などの疑いで業者への立ち入り検査を進める。国

内全体でも年間漁獲量は 4400トンで、中国や韓国からの輸入が 3万 5千

トンと大半を占めている。 

医療ベンチャー 

テラ 

( 東京都新宿区） 

2 月 4 日 新型コロナウイルス感染症の治療薬開発を巡る未公表情報を入手し、イン

サイダー取引をしたとして、警視庁捜査２課は金融商品取引法違反容疑で

会社役員３人を逮捕、本社などの関係先を家宅捜査した。ジャスダック上

場会社で 20 年 4、5 月ごろ医療関連会社と業務提携、コロナ治療薬を共

同開発するなどとする未公表情報を得てテラ株をそれぞれ購入した疑い。 

アルフレッサ 

東邦薬品（東京） 

スズケン（愛知） 

2月 6日 独立行政法人が発注する医薬品の入札を巡る談合事件で、公正取引委員会

が医薬品卸売大手の３社に対し、独禁法違反（不当な取引制限）で排除措

置命令や課徴金納付命令を出す方針を固めた。課徴金の総額は３社合わせ

約４億２千万円で、公取委は既に処分案を各社に通知済み。 

綜合警備保障 

ＡＬＳＯＫ 

（東京都港区） 

2 月 9 日 

 

   

顧客から預かった現金を着服、愛知県警に業務上横領容疑で元社員（34）

が逮捕された。約 10 カ月にわたって着服を繰り返し、被害総額が５億円

を超えていた。パチンコ店などから回収して社内で保管されていた現金約

2900 万円を着服し、ギャンブルなどに注ぎ込んでいたという。現金の管

理を担当していた。 

ストリーム 

(東京都港区) 

 

2 月 22 日 インターネット関連企業通販サイト「ＥＣカレント」の物流センターで働

いていた仙台市の 40 代男性が、１カ月 223 時間超の時間外労働でうつ病

を発症したとして約 6887 万円の損害賠償を求めた訴訟の判決で、東京地

裁は安全配慮義務に違反したと認め、同社に約 2425 万円の支払いを命じ

た。男性は 2010 年に入社し、さいたま市岩槻区の物流センターに勤務し

企業不祥事などのコンプライアンス動向（2022 年 1 月～3 月） ＡＣＢＥＥ編集部まとめ 
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ていた 13 年 11 月に 147 時間超、翌 12 月には 223 時間超の時間外労働に

従事し、14 年２月ごろうつ病を発症したという。              

旭化成グループ 

カヤク・ジャパ

ン 

(宮崎県延岡市) 

3月 1日 火薬製造の工場で午後 2 時前、原料保管倉庫が爆発、社員（24）が行方不

明、別の関連会社社員（30）が軽傷を負った。爆薬の原料であるニトログ

リセリンの洗浄工程中に起きたといい、近隣の住宅や公共施設の壁などの

破損被害が出た。県警と消防が原因を調べている。 

東洋紙業（大阪） 

ナカバヤシ（同） 

共同印刷（東京） 

北越パッケージ 

(同）ほか 22 社 

3月 3日 日本年金機構（東京）が年金加入者に送る「ねんきん定期便」などの入札

をめぐる談合事件で、公正取引委員会は大手印刷業者など 26 社の独占禁

止法違反（不当な取引制限）を認定し、25 社に排除措置命令、24 社に計

17 億 4161万円の課徴金納付命令を出したと発表した。談合は発注規模が

大きい「複数社落札入札」が中心。東洋紙業やナカバヤシなどが幹事とな

り、各社の希望を集約して調整、入札額を決めていたという。 

ＴＯＨＯシネマ

ズ (東京) 

3月 4日  映画配給会社に不当な圧力をかけた疑いがあるとして、公正取引委員会が

独禁法違反の疑いで調査していることが分かった。「私的独占」や「拘束

条件付き取引」に当たる可能性があるという。映画配給会社に対して、他

の映画館運営会社より優先して作品を配給することや、他社の映画館に配

給しないことを求め、応じなければ取引に応じない可能性を示唆した疑い

が持たれている。 

名古屋大学 3月 16日 研究チームが 2019 年６月に科学誌ネイチャーで発表し、翌 20 年 11 月に

撤回された論文と関連論文の計 3本についてデータの捏造（ねつぞう）な

どの研究不正があったと発表した。責任著者からの申し立てを受け、大学

の公正研究委員会が調査していた。３論文はすでに撤回された。将来の半

導体材料などとして期待される炭素素材「グラフェンナノリボン」に関す

るもので、合成した物質の分子量や構造などを示す実験データの使い回し

など、３論文に載った 27の図の計 54カ所で捏造や改ざんがあったという。 

ネットフリック

ス合同会社 

（東京都港区） 

3月 21日 米動画配信大手ネットフリックスの日本法人が東京国税局の税務調査を

受け、2019年 12月期までの３年間で計約 12億円の申告漏れを指摘され

ていた。過少申告加算税を含む法人税などの追徴税額は約３億円とみられ

る。税務調査を受けたのは、日本国内でコールセンター業務や映像製作会

社との契約業務などを担当していた。 

北海道警 3月 25日 2019 年７月の参院選で、札幌市で演説中の安倍晋三首相（当時）にヤジ

を飛ばした男女が、北海道警の警察官に違法に排除され、憲法が保障する

表現の自由を侵害されたとして、道に慰謝料などを求めた訴訟の判決が札

幌地裁であった。広瀬孝裁判長は「２人の表現の自由などが違法に侵害さ

れた」と述べ、道に計 88万円の支払いを命じた。 
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